
福井県建設工事総合評価落札方式実施要領 新旧対照表 
 

改 正 後 改 正 前 
 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、制限付き一般競争入札実施要領第１４条第３項第３号の規定に基

づき、総合評価落札方式（地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」

という。）第１６７条の１０の２に規定する価格その他の条件が県にとって最も有利な

ものをもって申込みをした者を落札者とする方式をいう。以下同じ。）の実施に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

２ この要領に別段の定めがない事項については、特定調達契約に係る一般競争入札実

施要領、制限付き一般競争入札実施要領または制限付き一般競争入札実施要領（事後

審査型）に定めるところによる。 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、県が発注する建設工事の請負契約において、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１６７条の１０の２の規定に基づき、

価格その他の条件が県にとって最も有利なものをもって申込みをした者を落札者とす

る方式（以下「総合評価落札方式」という。）の実施に関して必要な事項を定めるもの

とする。 

 

 （対象工事） 

第２条 総合評価落札方式は、技術的な工夫の余地がある工事のうち総合評価落札方式

によることが適当であると契約担当者が認める工事（以下「対象工事」という。）につ

いて実施するものとする。 

 （対象工事） 

第２条 総合評価落札方式により入札を行う工事（以下「対象工事」という。）は、所管

部長等（福井県財務規則（昭和３９年福井県規則第１１号）第４条第４項第４号ハの

規定により、かいの長に契約の締結を委任された工事にあっては、かいの長。以下同

じ。）が技術的な工夫の余地がある工事のうち総合評価落札方式による入札の執行が適

当であると認めたものとする。 

 

 （評価方式） 

第３条 契約担当者は、総合評価落札方式を実施するに当たっては、対象工事の規模お

よび技術的難易度に応じて、次のいずれかの評価方式を選定するものとする。 

⑴ 入札価格および同種工事の経験、工事成績等を一体として評価する方式（以下「実

績評価型（簡易型）」という。） 

⑵ 入札価格および技術提案（同種工事の経験、工事成績等を含む。以下同じ。）を一

体として評価する方式（以下「技術提案型（標準型）」という。） 

 

２ 実績評価型（簡易型）は、原則として、設計額（消費税および地方消費税に相当す

る額を含む。以下同じ。）が３千万円以上（ほ装工事にあっては、１千万円以上）の

工事である場合に選定するものとする。 

３ 技術提案型（標準型）は、原則として、設計額が２億円を超える工事である場合に

選定するものとする。 

 

 （評価方式） 

第３条 総合評価落札方式の実施に当たっては、対象工事の規模および技術的難易度に

応じて、次のいずれかの評価方式を選定するものとする。 

 ⑴ 実績評価型（簡易型） 

   同種工事の経験、工事成績等と入札価格を一体として評価する評価方式 

 ⑵ 技術提案型（標準型） 

   技術提案（同種工事の経験、工事成績等を含む。以下同じ。）と入札価格を一体と

して評価する評価方式 

２ 実績評価型（簡易型）は、設計金額が原則として３千万円以上（ほ装工事にあって

は原則として１千万円以上）の工事から選定するものとする。 

 

３ 技術提案型（標準型）は、設計金額が原則として２億円超の工事から選定するもの

とする。 

 

  （入札方式）  （入札方式） 



福井県建設工事総合評価落札方式実施要領 新旧対照表 
 

改 正 後 改 正 前 
 

第４条 総合評価落札方式は、特定調達契約（地方公共団体の物品等又は特定役務の調

達手続の特例を定める政令(平成７年政令第３７２号）の規定の適用を受ける調達契約

をいう。以下同じ。）に係る一般競争入札、制限付き一般競争入札または制限付き一般

競争入札（事後審査型）により行うものとする。 

 

第４条 総合評価落札方式は、特定調達契約に係る一般競争入札、制限付き一般競争入

札または制限付き一般競争入札（事後審査型）により行うものとする。 

 

 （総合評価落札方式における入札公告の記載事項） 

第５条 契約担当者は、総合評価落札方式により一般競争入札に付そうとするときは、

福井県財務規則（昭和３９年福井県規則第１１号。以下「財務規則」という。）第１４

９条および特定調達契約に係る一般競争入札実施要領、制限付き一般競争入札実施要

領または制限付き一般競争入札（事後審査型）実施要領に規定する事項のほか、次に

掲げる事項を公告するものとする。 

 

⑴ 入札に付する工事が総合評価落札方式の対象となる工事であること。 

⑵ 評価対象となる項目（以下「評価項目」という。）およびその評価基準 

⑶ 技術資料および技術資料に記載された事実を確認するための資料（以下「総合評

価確認資料」という。）の内容、提出の方法、期間および場所その他技術資料およ

び総合評価確認資料に関する事項 

⑷ 総合評価の評価方式 

⑸ 技術提案に係る内容の履行の確保に関する事項 

⑹ その他総合評価落札方式の実施に関し必要な事項 

 

２ 評価項目および評価基準は、別記２から７までの評価基準表を参考として設定する

ものとする。 

 

 （総合評価落札方式における公告の記載事項） 

第７条 総合評価落札方式における公告は、別添公告（案）を参考に作成するものとす

る。 

２ 総合評価落札方式における公告には、特定調達契約に係る一般競争入札実施要領、

制限付き一般競争入札実施要領または制限付き一般競争入札（事後審査型）実施要領

に明示することが定められている事項のほか、次に掲げる事項を明示しなければなら

ない。 

⑴ 当該工事が総合評価落札方式の対象となる工事であること。 

⑵ 総合評価の方法および落札者の決定方法 

⑶ 総合評価における失格基準 

 

 

 

⑷ 技術提案等に係る内容の履行の確保に関する方法 

⑸ その他総合評価落札方式に関し必要と認められる事項 

 

 

 （評価方法） 

 

 

第６条 総合評価落札方式による評価の方法は、標準点および技術評価点（評価項目ご

とに与えられる加算点を合計した数値をいう。）を合計した数値（以下「評価点」とい

う。）を入札価格で除して得られた数値（以下「評価値」という。）をもって行うもの

とする。 

 

 （評価基準および評価の方法） 

第８条 総合評価落札方式における評価項目、評価基準等については、別記１～６を参

考として設定するものとする。 

２ 総合評価落札方式による評価の方法は、標準点（１００点）と技術評価点（各評価

項目の評価に応じて与えられる加算点の合計。技術提案型（標準型）は最高３０点、

実績評価型（簡易型）は最高１５点とする。）の合計（以下「評価点」という。）を当

該入札者の入札価格で除して得られた数値（以下「評価値」という。）をもって行うも

のとする。 
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  評価点＝標準点＋技術評価点 

  評価値＝評価点／入札価格 

２ 前項の「標準点」とは、全ての入札参加者に与える数値をいい、その数値は１００

点とする。 

３ 第１項の「技術評価点」とは、別記２から７までに規定する評価基準表に定める評

価項目ごとに与える加算点を合計した数値をいい、技術提案型（標準型）にあっては

３０点以内、実績評価型（簡易型）にあっては１５点以内で、当該評価基準表に定め

る数値を満点とする。 

 

  評価点＝標準点＋技術評価点 

  評価値＝評価点／入札価格 

 

 （技術資料の提出） 

第７条 総合評価落札方式による入札に参加を希望する者は、制限付き一般競争入札実

施要領第７条に規定する確認申請書等のほか、次の各号に掲げる入札方式の区分に応

じ、それぞれ当該各号に掲げるところにより、技術資料を提出しなければならない。 

⑴ 制限付き一般競争入札 次項各号に掲げる技術資料（第２号に掲げるものを除

く。）のうち入札公告で示したものを、入札公告の日の翌日から起算して、原則とし

て１５日以上（福井県の休日を定める条例（平成元年福井県条例第２号）第１条に

規定する休日（以下「休日」という。）を含む。）経過した日で入札執行者が定める

日までに、入札公告において定める方法により提出する。 

⑵ 制限付き一般競争入札（事後審査型） 次に掲げる技術資料の区分に応じ、それ

ぞれ次に定めるところによる。 

ア 次項第１号および第２号の技術資料 入札書の提出と同時に、入札公告におい

て定める方法により提出する。 

イ アに掲げる技術資料以外の技術資料 制限付き一般競争入札（事後審査型）実

施要領第８条第２項に規定する確認申請書等の提出期間内に、入札執行者が指定

する方法により提出する（確認申請書等の提出を求められた者に限る。）。 

２ 技術資料は、次に掲げるとおりとする。 

 

⑴ 技術資料提出書（様式第４号） 

⑵ 技術資料自己評価申請書（様式第４号の２） 

⑶ 技術提案⑴品質に係る提案（様式第５号） 

⑷ 技術提案⑵施工上の課題に係る提案（様式第６号） 

⑸ 技術提案⑶工程に係る提案（様式第７号） 

 （技術資料の提出） 

第９条 総合評価落札方式による入札に参加を希望する者は、次に掲げる提出期限まで

に技術資料を提出しなければならない。 

  公告の日の翌日から起算して原則として１５日以上（休日を含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 技術資料の様式については、次に掲げるとおりとし、評価項目の内容等に応じて、

入札説明書等において定めるものとする。 

⑴ 技術資料提出書（様式第１号） 

⑵ 技術資料自己評価申請書（様式第１号の２） 

⑶ 技術提案⑴品質に係る提案（様式第２号） 

⑷ 技術提案⑵施工上の課題に係る提案（様式第３号） 

⑸ 技術提案⑶工程に係る提案（様式第４号） 
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⑹ 工程表（様式第７号の２） 

⑺ 技術提案⑷安全に係る提案（様式第８号） 

⑻ 企業の技術力および地域性・社会性（様式第９号） 

⑼ 県産品活用計画書（様式第９号の４） 

⑽ 企業の工事成績算出対象工事（様式第１０号） 

⑾  企業の工事成績として評価する工事の実績（様式第１０号の２） 

⑿ 主任（監理）技術者の資格・工事経験（様式第１１号） 

⒀ 配置予定技術者のその他の工事経験（様式第１１号の２） 

 

３ 技術資料の作成に要する費用は、入札参加者の負担とする。 

４ 技術資料が提出された場合、その返却および公表は行わないものとする。 

５ 技術資料の提出後における提案内容の変更は、認めないものとする。 

６ 技術資料の撤回、内容の修正または再提出は、認めないものとする。 

⑹ 工程表（様式第４号の２） 

⑺ 技術提案⑷安全に係る提案（様式第５号） 

⑻ 企業の技術力および地域性・社会性（様式第６号） 

⑼ 県内企業の活用計画書（様式第６号の２） 

⑽ 配置予定の技能者および機械（様式第６号の３） 

⑾ 県産品活用計画書（様式第６号の４） 

⑿ 企業の工事成績算出対象工事（様式第７号） 

⒀ 主任（監理）技術者の資格・工事経験（様式第８号） 

３ 技術資料の内容、提出方法、提出期間、提出場所その他の必要な事項については、

公告に明示しなければならない。 

４ 技術資料の提出方法は、原則として電送とし技術資料の容量が規定の容量を超える

場合は郵送または持参により行う。 

５ 技術資料の作成に要する費用は、入札参加者の負担とする。 

６ 技術資料が提出された場合、その返却および公表は行わないものとする。 

７ 技術資料の提出後における提案内容の変更は、認めないものとする。 

 

 （技術資料の審査） 

第８条 技術資料の審査は、入札参加資格の確認と併せて行うものとする。 

 

 

２ 技術資料の審査および入札参加資格の確認の期間は、次の各号に掲げる入札方式の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ 制限付き一般競争入札 技術資料および確認申請書等の提出を受けた日の翌日か

ら起算して、原則として３０日以内（休日を含む。） 

⑵ 制限付き一般競争入札（事後審査型） 入札期間の末日の翌日から起算して、原

則として７日以内（休日を除く。） 

 

 

３ 入札方式を制限付き一般競争入札（事後審査型）とする場合における技術資料の審

査は、次の各号に掲げるところにより行うものとする。 

⑴ 最も評価値の高い者を決定するに当たっては、全ての入札参加者（失格者を除く。）

について、自己評価書の技術評価点（合計）の欄に記載のある数値を真実の数値で

 （技術資料の審査および入札参加資格等の確認） 

第１０条 入札参加資格（以下「資格」という。）の確認については、特定調達契約に係

る一般競争入札、制限付き一般競争入札（事後審査型を除く。）の場合は技術資料の審

査と併せて行い、制限付き一般競争入札（事後審査型）の場合は、開札後に行う。ま

た、各方式による資格の確認期間、技術資料の審査期間は、それぞれ次のとおりとす

る。 

 ⑴ 技術提案型（標準型） 

   技術資料、入札参加資格確認資料または応募資料（以下「資料」という。）の提出

を受けた日の翌日から起算して原則として３０日以内（休日を含む。） 

 ⑵ 実績評価型（簡易型） 

   入札書提出締切日の翌日から起算して原則として７日以内（休日を除く。）。ただ

し、予定価格が２億円を超える工事にあっては、前号のとおりによることとする。 

２ 技術資料の審査については、特定調達契約に係る一般競争入札、制限付き一般競争

入札の場合は、資料を提出した者に対して行い、制限付き一般競争入札（事後審査型）

の場合は、発注機関が入札参加資格確認資料の提出を求めた者に対して行うこととす

る。 
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あると仮定して評価値を算定する。 

⑵ 予定価格の範囲内で最低の価格で入札した者および前号の規定により算定した評

価値が最も高い者に係る技術評価点について、次に定めるところにより評価値の確

定を行うものとする。 

ア 自己評価書の加算点の欄に数値の記載がない場合は、当該項目は、加点なしと

する。 

イ 自己評価書の加算点の欄に当該項目の最大の配点の数値を超える数値の記載が

ある場合は、当該項目は、加算点なしとする。 

ウ 自己評価書の加算点の欄に記載がある数値と項目説明の欄の記載の内容（例え

ば、有と無、※１と※２、その他など）とが一致しない場合は、加算点の欄に記

載がある数値により評価する。 

エ 加点することができないと入札執行者が明確に判断できる項目については、減

点した数値により評価することができる。 

⑶ 前号に規定するところにより確定した技術評価点に基づき評価値を算定した結

果、最も評価値の高い者が変ったときは、当該変更後の最も評価値の高い者につい

て、前号に定めるところにより技術評価点および評価値を確定するものとし、最も

評価値の高い者が決定するまで、同様に繰り返すものとする。 

⑷ 前３号に規定するところにより最も評価値の高い者（以下この項において「落札

候補者」という。）が決定したときは、当該落札候補者に対して、確認申請書等の提

出を求め、次に定めるところにより当該落札候補者の技術評価点を確定するものと

する。 

ア 自己評価書に記載された各項目（工事成績評定点の平均点に係る項目を除く。

イにおいて同じ。）の加算点の欄の点数が、前条第２項第８号、第１２号および第

１３号に掲げる技術資料の記載内容より高い場合は、当該項目は、加点なしとす

る。 

イ 自己評価書に記載された各項目の加算点の欄の点数が前条第２項第８号、第１

２号および第１３号の技術資料の記載内容より低い場合は、当該項目は、自己評

価書の加算点により評価する。 

ウ 自己評価書に記載された工事成績評定点の平均点に係る項目については、入札

執行者において確認を行った数値により評価するものとする。ただし、当該数値

と落札候補者が自己評価書に記載した数値とが一致しない場合には、入札執行者

と落札候補者とが、相互に確認を行った数値により評価するものとする。 
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⑸ 落札候補者となった者以外の入札参加者については、第２号に定めるところによ

り当該入札参加者の技術評価点を確定するものとする。 

⑹ 第４号に規定するところにより確定した技術評価点に基づき落札候補者の評価値

を算定した結果、当該落札候補者が最も評価値の高い者でなくなったときは、前号

に規定するところにより確定した技術評価点に基づき算定した評価値が最も高い者

を新たな落札候補者として選定し、第４号の規定の例により当該新たな落札候補者

の技術評価点を確定するものとし、落札候補者が最も評価値が高い者と決定するま

で、同様にこれを繰り返すものとする。 

４ 技術提案の内容について疑義がある場合は、必要に応じてヒアリングを行うものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 技術提案の内容について疑義がある場合は、必要に応じてヒアリングを行うものと

する。  

 

 （技術提案型（標準型）の資格確認の通知） 

第９条 評価方式を技術提案型（標準型）とする場合における入札参加資格の確認の通

知は、原則として、入札期間の末日の前日から起算して少なくとも１０日（休日を除く。）

前までに行わなければならない。 

 

 （技術提案型（標準型）の入札の執行） 

第１１条 開札は、入札参加資格の確認の通知を行った日の翌日から起算して、原則と

して１０日後（休日を除く。）に行うものとする。 

 

 （失格） 

第１０条 入札をした者のうち次のいずれかに該当する者は、失格とする。 

⑴ 提出した技術資料が最低限の要求要件を満たしていない者 

⑵ 技術資料および総合評価確認資料を提出しない者（入札方式を制限付き一般競争

入札（事後審査型）とする場合に限る。） 

⑶ 自己評価書の技術評価点（合計）の欄に、数値の記載をしなかった者または評価

点数の満点を超える数値を記載した者（入札方式を制限付き一般競争入札（事後審

査型）とする場合に限る。） 

 

 （失格基準） 

第１５条 次のいずれかに該当する者のした入札は、失格とするものとし、その旨を公

告に明示するものとする。 

⑴ 提出した技術資料が最低限の要求要件を満たしていない者 

⑵ 総合評価失格基準価格を下回る価格で入札を行った者 

 （総合評価調査基準価格等の設定） 

第１１条 契約担当者は、設計額が２億円を超える工事である場合にあっては、予定価

格のほか、総合評価調査基準価格および総合評価失格基準価格を、設計額が２億円以

下の工事である場合にあっては、予定価格のほか、総合評価失格基準価格を設けるも

のとする。 

２ 総合評価失格基準価格に満たない価格をもって申込みをした者に係る入札は、無効

とする。 
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 （総合評価調査基準価格） 

第１２条 総合評価調査基準価格の設定については、低入札価格調査制度実施要領第４

条の２の規定を準用する。 

 

 （総合評価調査基準価格） 

第１２条 予定価格が２億円を超える工事においては、予定価格に次項の規定により算

定された割合を乗じて得た額を基準に発注機関の長が設定した額（以下「総合評価調

査基準価格」という。）に満たない価格で申込みが行われた場合は、次条の調査を実施

することにより、その価格では当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあ

ると認められるかどうかを判断するものとする。 

２ 前項の割合は、設計額算定の基礎となった次に掲げる額の合計額に１００分の１０

５を乗じて得た額を設計額で除して得た割合とする。ただし、その割合が１０分の９

を超える場合は、１０分の９とし、１０分の７に満たない場合は１０分の７とする。 

⑴ 直接工事費に１００分の９５を乗じて得た額 

⑵ 共通仮設費に１００分の９０を乗じて得た額 

⑶ 現場管理費に１００分の７０を乗じて得た額 

⑷ 一般管理費に１００分の３０を乗じて得た額 

 

 （総合評価失格基準価格） 

第１３条 総合評価失格基準価格の設定については、設計額が２億円以下の工事である

場合にあっては第４条の規定を、設計額が２億円を超える工事である場合にあっては

同要領第４条の３の規定を準用する。 

 

 （総合評価失格基準価格） 

第１４条 予定価格が２億円を超える工事の場合に設定する総合評価失格基準価格は、

設計額算出の基礎となった直接工事費相当額に１００分の７５を乗じて得た額、共通

仮設費相当額に１００分の７０を乗じて得た額、現場管理費相当額に１００分の７０

を乗じて得た額および一般管理費相当額に１００分の３０を乗じて得た額の合算額

に、１００分の１０５を乗じて得た額とする。 

２ 予定価格が２億円以下の工事の場合に設定する総合評価失格基準価格は、第１２条

に規定する総合評価調査基準価格の算出方法と同様の方法により算出する。 

 

 （調査の実施） 

第１４条 入札執行者は、設計額が２億円を超える工事である場合には、入札金額が総

合評価失格基準価格以上で、かつ、総合評価調査基準価格に満たない入札者のうち最

低の価格で入札をした者について、その申込みに係る価格によってはその者により当

該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるかどうかを判断す

るため、低入札価格調査制度実施要領第７条の規定の例により調査を行わなければな

らない。 

 

 （調査の実施） 

第１３条 契約担当者は、入札金額が総合評価失格基準価格以上で、かつ、総合評価調

査基準価格に満たない入札者のうち最低の価格で入札をしたものが、当該契約の内容

に適合した履行がされないおそれがあるかどうかを具体的に判断するため、次に掲げ

る事項について調査を行うものとする。 

⑴ 当該工事を行うに当たって当該入札者が予定している労務、資材等の量およびそ

れらの調達等に関する事項ならびにそれらの適否 

⑵ 特別な事由により市場価格より低い価格で労務、資材等の調達ができると主張が
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ある場合におけるその適否 

⑶ 当該入札者の経営状態 

⑷ その他契約担当者等が必要と認める事項 

２ 前項の調査については、低入札価格調査制度実施要領第７条第２項および第３項の

規定を準用する。 

 

 （落札者の決定） 

第１５条 落札者の決定は、次の各号に掲げる入札方式の区分に応じ、それぞれ当該各

号に定めるところにより行うものとする。 

⑴ 制限付き一般競争入札 次のアおよびイに定めるところによる。 

ア 総合評価失格基準価格以上で、かつ、総合評価調査基準価格に満たない価格で

入札した者について、前条の規定による調査を行った後、評価値の最も高い者を

決定するものとする。 

イ アに規定するところにより評価値の最も高い者が決定した場合において、評価

値の最も高い者が複数であるときは、学識経験者の意見を聴取した後、電子くじ

により、落札者を決定するものとする。 

⑵ 制限付き一般競争入札（事後審査型） 次のアおよびイに定めるところによる。 

ア 予定価格の範囲内で、かつ、総合評価失格基準価格以上の価格で入札した者の

うち、第８条第３項各号に規定するところにより確定した評価値が最も高い者を

落札候補者として決定するものとする。ただし、最も評価値の高い者が複数であ

るときは、くじ引きにより、落札候補者を決定するものとする。 

イ アの規定により決定した落札候補者について、審査会（第１７条第１項に規定

する審査会をいう。）の審査および必要に応じて技術委員会（第１８条に規定す

る技術委員会をいう。）の意見聴取を行った後、落札保留の日から原則として７

日以内（休日を除く。）に、当該落札候補者を落札者として決定する。 

２ 入札執行者は、前項各号の規定により落札者を決定したときは、全ての入札参加者

に対し、落札者を通知するものとする。 

 

 （落札者の決定） 

第１６条 入札執行者が落札者を決定しようとするときは、提出した技術資料が最低限

の要求要件を満たしている入札者のうち、評価値の最も高い者を、落札候補者とする。 

２ 前項の規定により落札候補者が決定した場合は、落札保留の日から原則として７日

（休日を除く。）以内に落札者を決定するものとする。 

３ 総合評価調査基準価格を設定した場合には、総合評価失格基準価格以上で総合評価

調査基準価格に満たない者のうち、評価値が高い者から３者について第１３条に規定

する調査を行った後、落札者の決定を行うものとする。 

４ 制限付き一般競争入札（事後審査）の場合には、予定価格の制限の範囲内で、総合

評価失格基準価格以上の入札のうち、最低価格で応札した者から順に入札参加資格を

確認し、入札参加資格要件に適合する者が確認できるまでこれを行い、その後、落札

候補者を決定する。 

５ 評価値の最も高い者が２人以上あるときは、学識経験者の意見を聴取した後、電子

くじにより落札者を決定するものとする。 

 

 （入札結果等の公表） 

第１６条 総合評価落札方式による場合における制限付き一般競争入札実施要領第１７

条の規定に適用については、同条第２項中「落札者および落札決定の日」とあるのは、

「落札者および落札決定の日ならびに入札参加者の評価点（評価対象者のみ）および

 （入札結果の公表） 

第１８条 発注機関の長は、落札者の決定後、総合評価落札方式の入札結果を入札情報

サービスシステムで掲載するとともに、発注機関での閲覧の方法により速やかに公表

するものとする。 
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評価値（評価対象者のみ）」とする。 

 

２ 入札結果一覧表には、落札者について、落札者であること、応募資格が確認されて

いることおよび落札決定日を表示するほか、次の事項を公表するものとする。 

⑴ 入札参加者名 

⑵ 入札参加者の入札価格 

⑶ 入札参加者の評価点（審査対象者のみ） 

⑷ 入札参加者の評価値（審査対象者のみ） 

⑸ 失格となった者がいる場合にはその理由 

 

  （非落札者への理由説明） 

第１７条 非落札者のうち、落札者の決定の結果に対して不服がある者は、前条の通知

の日から５日（休日を除く。）以内に書面をもって発注機関の長に非落札理由の説明を

求めることができる。 

２ 発注機関の長は、前項の説明を求められた日から原則として７日（休日を含む。） 以

内に書面をもって回答するものとする。 

 

 （総合評価審査会） 

第１７条 総合評価落札方式に係る事務を適正に執行するため、福井県行政組織規則（昭

和３９年福井県規則第２１号）第６条に規定する本庁の部および同規則第２１条に規

定する出先機関ならびに教育庁および警察本部（次項においてこれらを「各部局等」

という。）に、総合評価審査会（以下「審査会」という。）を設置する。 

２ 審査会は、次に掲げる事項を審議する。 

⑴ 総合評価落札方式を行うことの適否 

⑵ 総合評価落札方式における落札者の決定基準 

⑶ 技術資料の審査および評価 

⑷ 総合評価落札方式の結果の審査および落札者の決定 

３ 審査会に、委員長および委員を置く。 

４ 委員長は、各部局等の長をもって充てる。 

５ 委員は、各部局等の長が指名する者をもって充てる。 

６ 審査会は、総合評価落札方式を実施するに当たっては、令第１６７条の１０の２第

４項および第５項の規定により、次条第１項に規定する技術委員会の意見を聴かなけ

ればならない。 

 

 （総合評価審査会） 

第５条 総合評価落札方式に係る事務を執行するため、本庁または各出先機関において

総合評価審査会（以下「審査会」という。）を設置し、運営することとする。 

２ 本庁における審査会については、所管部長等を委員長とし、その他の委員について

は、所管部長等が指定する者をもって構成する。 

３ 出先機関における審査会については、出先機関の長を委員長とし、その他の委員に

ついては、出先機関の長が指定する者をもって構成する。 

４ 審査会は、次に掲げる事務を所掌する。 

⑴ 総合評価落札方式を行うことの適否の決定 

⑵ 総合評価落札方式における落札者決定基準の決定 

⑶ 技術資料に関する審査および評価 
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 （学識経験者の意見の聴取） 

第１８条 令第１６７条の１０の２第４項の規定する学識経験を有する者の意見を聴く

ため、福井県総合評価技術委員会（以下「技術委員会」という。）を設置する。 

２ 技術委員会は、学識経験を有する者２人以上をもって構成する。 

 

 （学識経験者の意見の聴取） 

第６条 審査会は、総合評価落札方式を実施するに当たり、地方自治法施行令第１６７

条の１０の２の規定に基づき、あらかじめ、２人以上の学識経験を有する者（以下「学

識経験者」という。）により構成される福井県総合評価技術委員会の意見を聴かなけれ

ばならない。 

 

 （技術提案内容の履行の担保） 

第１９条 契約担当者は、加点評価の対象となった技術提案に係る内容については、次

に掲げるところにより、その履行を担保しなければならない。 

⑴ 加点評価を行った技術提案等については、契約書に記載し、それらの提案内容が

工事施工に当たって十分に履行されていない場合には、履行するように求めること。 

⑵ 技術提案等の履行を求めたにも関わらず、技術提案等が十分に履行されていない

ことが確認された場合には、契約額の減額を行うこととし、併せて、契約担当者が

行う完了検査における工事成績を減点すること。 

⑶ 完了検査後に、技術提案が十分行われていなかったことが判明した場合には、再

度の施工を求めるが、再度の施工が不可能な場合には、損害賠償を請求することが

できること。 

⑷ 技術資料に虚偽の記載を行う等、明らかに悪質な場合においては、福井県工事等

契約に係る指名停止等の措置要領に基づく措置等が行われる場合があること。 

２ 技術提案内容の履行の担保の方法については、別記１によるものとする。 

 

 （技術提案内容の履行の担保） 

第１９条 加点評価の対象となった技術提案の履行の担保については、次に掲げる事項

を公告に明示するものとする。 

⑴ 加点評価を行った技術提案等については、契約書に記載し、それらの提案内容が

工事施工に当たって十分に履行されていない場合には、履行するように求めること。 

⑵ 技術提案等の履行を求めたにも関わらず、技術提案等が十分に履行されていない

ことが確認された場合には、契約額の減額を行うこととし、併せて、契約担当者が

行う完了検査における工事成績を減点すること。 

⑶ 完了検査後に、技術提案が十分行われていなかったことが判明した場合には、再

度の施工を求めるが、再度の施工が不可能な場合には、損害賠償を請求することが

できること。 

⑷ 技術資料に虚偽の記載を行う等、明らかに悪質な場合においては、福井県工事等

契約に係る指名停止等の措置要領に基づく措置等が行われる場合があること。 

２ 技術提案内容の履行の担保の方法については、別記７によるものとする。 

 

 （その他） 

第２０条 この要領に定めのない事項またはこの要領の規定によりがたい事項について

は、契約担当者が必要に応じて別に定めるものとする。 

 

 （その他） 

第２０条 この要領に定めのない事項およびこれにより難い事項については、必要に応

じて別に定めるものとする。 

 

   附 則 

１ この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ この要領の施行の日前に公告を行った入札により行う総合評価落札方式の手続きに

ついては、なお従前の例による。 

３ 福井県建設工事総合評価落札方式試行要領は、廃止する。 

 

   附 則（平成２３年７月１４日） 

   附 則 

１ この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ この要領の施行の日前に公告を行った入札により行う総合評価落札方式の手続きに

ついては、なお従前の例による。 

３ 福井県建設工事総合評価落札方式試行要領は、廃止する。 

 

 



福井県建設工事総合評価落札方式実施要領 新旧対照表 
 

改 正 後 改 正 前 
 

１ この要領は、平成２３年７月１５日（次項において「施行日」という。）から施行す

る。 

２ 改正後の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札から適用し、施行日

前に入札公告を行った工事に係る入札の手続については、なお従前の例による。 

 

 

 

別記１ 

技術提案等内容の履行確保の方法 

 

 受注者が入札時に提示した下記の性能、機能、技術など加点評価された項目（以下「加

点項目」という。）が 

達成されなかった場合（災害その他受注者の責に帰することができない事由による場合

を除く。）の取扱いは、次の各号に定めるところによる。 

 

１ 再度の施工または修補 

 当該加点項目に関して受注者に再度の施工または修補を行わせることが合理的であ

ると県が認めた場合、受注者は、再度の施工または修補を行い、受注者が入札時に提

示した加点項目を満たす状態にしなければならない。 

 

２ 契約金額の減額または損害賠償請求 

 当該加点項目に関して受注者に再度の施工または修補を行わせることが合理的でな

いと県が認めた場合、県は、検査等によって確認された当該加点項目の状況に基づき

加算点（確認された当該加点項目の状況が最低限の要求要件を満たさない場合にあっ

ては、最低限の要求要件との差について加算点の算出方式に準じて計算した点数を減

じたものを加算点とみなす。）の再計算を行った場合に受注者の落札時における評価値

を確保するのに見合う金額と受注者の当初請負金額との差額、または当初請負額に

５％を乗じた額のいずれか大きい金額を、工事目的物の完成引渡前においては契約金

額から減額し、工事目的物の完成引渡後においては損害賠償請求等を行うこととし、

その場合の算定方法は次のとおりとする。 

 

減額または損害賠償額＝{１－（１００＋β）÷（１００＋α）}×Ｃ  または 

 

 

 

 

 

 

 

別記７ 

技術提案等内容の履行確保の方法 

 

 受注者の責に帰すべき事由により、受注者が入札時に提示した下記の性能、機能、技

術など加点評価された項目（以下「加点項目」という。）が達成されなかった場合の取扱

いは、次の各号に定めるところによる。 

 

１ 再度の施工または修補 

 当該加点項目に関して受注者に再度の施工または修補を行わせることが合理的であ

ると県が認めた場合、受注者は、再度の施工または修補を行い、受注者が入札時に提

示した加点項目を満たす状態にしなければならない。 

 

２ 契約金額の減額または損害賠償請求 

 当該加点項目に関して受注者に再度の施工または修補を行わせることが合理的でな

いと県が認めた場合、県は、検査等によって確認された当該加点項目の状況に基づき

加算点（確認された当該加点項目の状況が最低限の要求要件を満たさない場合にあっ

ては、最低限の要求要件との差について加算点の算出方式に準じて計算した点数を減

じたものを加算点とみなす。）の再計算を行った場合に受注者の落札時における評価値

を確保するのに見合う金額と受注者の当初請負金額との差額、または当初請負額に

５％を乗じた額のいずれか大きい金額を、工事目的物の完成引渡前においては契約金

額から減額し、工事目的物の完成引渡後においては損害賠償請求等を行うこととし、

その場合の算定方法は次のとおりとする。 

 

減額または損害賠償額＝{１－（１００＋β）÷（１００＋α）}×Ｃ  または 

減額または損害賠償額＝0.05 × Ｃ  のいずれか大きい値 



福井県建設工事総合評価落札方式実施要領 新旧対照表 
 

改 正 後 改 正 前 
 

減額または損害賠償額＝0.05 × Ｃ  のいずれか大きい値 

 Ｃ：当初の契約金額（円） 

 α：当初の加算点 

 β：検査等によって確認された技術提案の状況に基づき再計算した加算点 

 

３ 工事成績評定点の減点 

 契約金額の減額または損害賠償請求を行った場合には、工事成績評定点についても

10点減点する。 

 

４ 指名停止等の措置 

 技術提案等に虚偽の内容がある等、明らかに悪質であると県が認めた場合、「福井県

工事等契約に係る指名停止等の措置要領」に基づく指名停止等の措置を行う。  

 

記 

 ○○○○（受注者名を記入する。）が入札時に加点評価された技術提案、配置予定

技術者、県内企業および県産品の活用に係る評価項目と個々の加算点 

１ ○○○○（加算評価した技術提案について記入する。）・・・○点 

２ 配置予定技術者は申請時の者を配置すること。 

            ・・・・・（経験1.5点、資格1.0点、優良工事0.5点） 

３ 別表１の指定工種は全て県内企業を下請けとして活用する・・・・0.5点 

４ 別表１の指定品目は全て県産品を活用する・・・・・・0.5点 

 注：契約後は特約事項として枠部分を記入し、契約書に閉じ込む。 

 

 Ｃ：当初の契約金額（円） 

 α：当初の加算点 

 β：検査等によって確認された技術提案の状況に基づき再計算した加算点 

 

３ 工事成績評定点の減点 

 契約金額の減額または損害賠償請求を行った場合には、工事成績評定点についても

10点減点する。 

 

４ 指名停止等の措置 

 技術提案等に虚偽の内容がある等、明らかに悪質であると県が認めた場合、「福井県

工事等契約に係る指名停止等の措置要領」に基づく指名停止等の措置を行う。  

 

記 

 ○○○○（受注者名を記入する。）が入札時に加点評価された技術提案、配置予定

技術者、県内企業および県産品の活用に係る評価項目と個々の加算点 

１ ○○○○（加算評価した技術提案について記入する。）・・・○点 

２ 配置予定技術者は申請時の者を配置すること。 

            ・・・・・（経験1.5点、資格1.0点、優良工事1.0点） 

３ 別表１の指定工種は全て県内企業を下請けとして活用する・・・・0.5点 

４ 別表１の指定品目は全て県産品を活用する・・・・・・0.5点 

 注：契約後は特約事項として枠部分を記入し、契約書に閉じ込む。 

 


